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　市では、市民の皆さんに財政状況をお知
らせし、市政運営の状況をご理解いただく
とともに、豊かで住みよいまちづくりに一
層のご協力をお願いするため、毎年２回、
財政事情を公表しています。
　今回は、９月の市議会定例会で認定され
ました平成２１年度決算の状況および平成２２
年４月１日から平成２２年９月３０日までの間
における予算の執行状況などについてお知
らせします。

問い合わせ

ー 平成２１年度決算 ー
ー 平成２２年度上半期 ー

（目的別）（目的別）（目的別） ○諸支出金　３０７３万６千円
０.２％（前年比２６３.３％増）

○商工費　１億８５３６万３千円
１.０％（前年比３.５％増）
地域内商品券発行補助事業費や静峰ふるさと
公園管理事業費等の増

○議会費　２億５９万７千円
１.１％（前年比４.８％減）
議員数の減による議員報酬等の減

○農林水産業費　８億８２４２万７千円
５.０％（前年比６.１％増）
土地改良基盤整備事業費や土地改良補助事業
費等の増

○消防費　９億３１２万９千円
５.１％（前年比４.２％減）
消防本部庁舎改修事業完了による減

○衛生費　１２億４５３９万３千円
７.０％（前年比２.０％減）
水道事業会計出資金等による減

○土木費　２１億３２８万３千円
１１.８％（前年比９.７％減）
上菅谷停車場線街路整備事業や瓜連駅南停車
場線整備事業完了等による減

○教育費　２５億３４９９万５千円
１４.３％（前年比５.１％増）
瓜連中学校屋内運動場整備等による増

○総務費　３０億５２３４万９千円
１７.２％（前年比２２.２％増）
定額給付金給付事業費等の増

○民生費　４３億５９１６万４千円
２４.５％（前年比４.５％増）
自立支援サービス給付事業費等による増

○公債費　２２億７０９７万１千円
１２.８％（前年比２.４％減）
那珂総合公園整備事業債の償還終了等による減

その他の経費その他の経費その他の経費

投資的経費投資的経費投資的経費

（性質別）（性質別）（性質別）
物件費・維持補修費や特別会計繰出金、積立
金・出資金・貸付金等

７３億５３億５１７５万４千円５万４千円（４（４１.３％）３％）７３億５１７５万４千円（４１.３％）

８５億１５億１６０６万７千円６万７千円（４（４８.０％）０％）８５億１６０６万７千円（４８.０％）

工事請負費や公有財産購入費など資本形成に
向けられる経費

１９億５９億５８万６千円８万６千円（１（１０.７％）７％）１９億５８万６千円（１０.７％）

義務的経費義務的経費義務的経費

自立支援サービス給付事業による増

○扶助費　２１億２８７７万４千円
１２.０％（前年比４.６％増）

・職員数削減による給与、手当の減
・議員報酬、手当の減

○人件費　４１億１６３２万２千円
２３.２％（前年比２.５％減）

那珂総合公園整備事業債の償還終了等による減

○公債費　２２億７０９７万１千円
１２.８％（前年比２.４％減）

一中学区コミュニティセンター建設事業、 
上菅谷停車場線街路整備事業の減

○普通建設事業費　１９億５８万６千円
１０.７％（前年比１.６％減）

○その他（積立金・出資金・貸付金）
　１億２８８６万４千円 ０.７％

下水道事業特別会計繰出金の減

○繰出金　１９億２８２２万２千円
１０.８％（前年比０.２％減）

○維持補修費　２億７２９１万７千円
１.５％（前年比１９.７％増）

学校情報通信技術環境整備事業等による増

○物件費　２５億４千円
１４.１％（前年比２.８％増）

定額給付金給付事業による増

○補助費等　２５億２１７４万７千円
１４.２％（前年比５７.７％増）

人件費・扶助費・公債費など、市が支出にあ
たり義務を負っている性格の強い経費

財政課　財政グループ（内線５２２・５２３）
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◆平成２１年度一般会計決算状況 （単位：千円）

平成２０年度平成２１年度区　分

１８，６２９，８２５１９，３００，２９４予算額

１７，７５８，９２９１８，７２１，１４４歳入総額（Ａ）

１７，１８０，７３２１７，７６８，４０７歳出総額（Ｂ）

５７８，１９７９５２，７３７歳入歳出差引額（Ｃ）（（Ａ）－（Ｂ））

４１，４４９２５１，６３４翌年度に繰り越すべき財源（Ｄ）

６，３１０継続費逓次繰越額

３５，１３９２５１，６３４繰越明許費繰越額

事故繰越繰越額

５３６，７４８７０１，１０３実質収支額（Ｅ）（（Ｃ）－（Ｄ））

　平成２１年度一般会計の決算額は、歳入総額１８７億
２１１４万４千円、歳出総額１７７億６８４０万７千円で、前年度
と比較すると、歳入においては９億６２２１万５千円の
増、歳出においては５億８７６７万５千円の増となってい
ます。
　この結果、歳入歳出差引額は、９億５２７３万７千円と
なりましたが、このうち平成２２年度への繰越事業の財
源として２億５１６３万４千円を充当しましたので、平成
２１年度に属すべき収入と支出の実質的な差額である実
質収支額は、７億１１０万３千円の黒字となりました。
【歳入・歳出】

　平成２１年度一般会計の歳入は、市税や、使用料及び
手数料など市が自ら確保したことによって得られた自
主財源が前年度より８．０％減少した一方、国や県から
決められた額を交付されることによって得られた資金
等の依存財源が２１．０％増加しています。
　歳出では、人件費・扶助費・公債費などの義務的な
性格の強い経費が前年度と比べて０．８％減少、工事請
負費や公有財産購入費など資本形成に向けられる経費
が１．６％減少している一方、補助費、維持補修費などの
その他の経費が１０．３％増加しています。
　なお、平成２１年度において、会計年度中に一時的に
収支の不均衡を生じ、歳計現金が不足した場合に資金
不足を補うため一時借入金を借り入れ、当該年度の歳
入で返済する「一時借入れ」は行いませんでした。

　市の財政は、市民の皆さんの直接・間接の負担によ
り賄われています。なかでも、市税は、財政運営上極
めて重要な歳入であり、常に適正公平な賦課徴収に努
めています。
　平成２１年度における市税の決算額は、７０億５５２１万円
で、１人あたり１２万５７３９円を負担していただいたこと
になります。なお、都市計画税は、街路整備事業・区
画整理事業・下水道事業に充てています。

依存財源依存財源依存財源
　国や県から決められた額を交付されること
によって得られた財源および割り当てられる
ことによって得られた財源

９９億５９億５８５２万６千円２万６千円（５（５３.２％）２％）９９億５８５２万６千円（５３.２％）

○その他　９億７４８７万４千円
５.２％
自動車取得交付金の減など

臨時財政対策債や公的資金の繰上償還によ
る借換えなどによる増
（市債の償還は、将来の会計年度で行います）

○市債　１６億４７９６万８千円
８.８％（前年比１６.８％増）

安心こども支援事業、衆議院議員総選挙費
などによる増

○県支出金　１０億３４２３万８千円
５.５％（前年比４.６％増）

定額給付金給付事業および国の経済対策に
よる地域活性化交付金などによる増

○国庫支出金　２６億７８４０万円
１４.３％（前年比１０１.３％増）

「地域雇用創出推進費」の創出等に伴う普
通地方交付税の増

○地方交付税　３６億２３０４万６千円
１９.４％（前年比４.５％増）

自主財源自主財源自主財源
　那珂市が自ら確保（徴収）したことによって
得られた財源

８７億６７億６２６１万８千円１万８千円（４（４６.８％）８％）８７億６２６１万８千円（４６.８％）

・国際交流基金やコミュニティセンター等
整備基金繰入金等の減
・財産収入の減　など

○その他　５億９４７５万６千円
３.１％

生活保護費返還金などの増

○諸収入　５億３４４５万５千円
２.９％（前年比１７.９％増）

（平成２０年度からの繰越金）

○繰越金　５億７８１９万７千円
３.１％（前年比８.４％減）

・景気低迷による企業業績の悪化による法
人市民税の減
・家屋の評価額減少による固定資産税の減

○市税　７０億５５２１万円
３７.７％（前年比３.７％減）

◆市税負担の状況

１人当たりの
負担額（円）

１世帯当たりの
負担額（円）

２１年度決算額
（千円）

税　目

５３，３０６１４４，０４１２，９９１，０１４市民税

５８，７１４１５８，６５４３，２９４，４５２固定資産税

１，９７６５，３４０１１０，８８２軽自動車税

５，７８５１５，６３１３２４，５８１市たばこ税

１２４４特別土地保有税

５，９５７１６，０９６３３４，２３７都市計画税

１２５，７３９３３９，７６４７，０５５，２１０合　計

※世帯数２０，７６５世帯、人口５６，１１０人（平成２２年３月３１日現在）
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　特別会計は、特定の事業を行う場合、特定の歳入を
もって特定の歳出に充て、一般会計から分離して別に
収支経理を行う会計です。
　平成２１年度特別会計の決算額は、歳入が１２０億５０８６
万８千円、歳出が１１８億７０９万２千円で、歳入歳出差引
額は、２億４３７７万６千円となりました。
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　従来の財政指標は、単年度における主会計（一般会計等）の収支状況に主眼がおかれていましたが、自
治体全体の財政状況が健全な状態であるかどうかを判断するための次の４つの指標「健全化判断基準」が
定められ、平成１９年度決算から全国の自治体で公表しています。また、公営企業においても「経営健全化
判断基準」が定められ、同様に公表しています。
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資金不足比率
－

将来負担比率
９８．５％

実質公債費比率
１３．５％

連結実質赤字比率
－

実質赤字比率
－

（平成２０年度　－　）
※黒字のため数値なし

（平成２０年度１２０．８％）（平成２０年度１４．４％）（平成２０年度　－　）
※黒字のため数値なし

（平成２０年度　－　）
※黒字のため数値なし

公営企業（※）ごとの資金
不足額の事業規模に占め
る割合（公営企業におけ
る経営状態の悪化の度合
いを示すもの）

一般会計等が将来負担す
べき債務が標準財政規模
に占める割合（将来負担
する可能性のある実質的
な負担の割合）

一般会計等が負担する公
債費が標準財政規模に占
める割合（市債の割合が
適正かどうかを判断する
数値）

全会計の実質赤字が標準
財政規模に占める割合
（公営企業を含めた全会
計の赤字の割合を示した
もの）

普通会計の実質赤字が標
準財政規模に占める割合
（１年間の収入、支出を比
べ、赤字の割合を示した
もの

早期健全化基準（黄色信号） 経営健全化基準

２０．０％１３．０８％ １８．０８％ ２５．０％ ３５０．０％

※当市では、水道事業会計、
下水道事業特別会計、農業
集落排水整備事業特別会計

財政再生基準（赤信号）

２０．００％ ４０．００％ ３５．０％ －

◆平成２１年度特別会計決算状況

増減率（Ｂ）/（Ｃ）２０年度歳出決算額（Ｃ）歳入歳出差引額（Ａ）－（Ｂ）歳出決算額（Ｂ）歳入決算額（Ａ）会　計　名

４．４４，９１８，３８６１４８，８０９５，１３６，０４０５，２８４，８４９国民健康保険（事業勘定）　

△９７．５３９２，９４３１０，８５０９，７３１２０，５８１老人保健

△１２．４２，７３９，４７５２４，１６０２，３９９，２５３２，４２３，４１３下水道事業

３０．７８，８８２３，２４９１１，６０６１４，８５５公園墓地事業

１０．２５５１，８７５１８，７４４６０８，３９１６２７，１３５農業集落排水整備事業

７．５２，８３６，４６８２６，７１１３，０４８，６５０３，０７５，３６１介護保険（保険事業勘定）

△７３．１８，８５７０２，３８１２，３８１介護サービス事業

△１６．７２１８，８３７９，３９４１８２，３０４１９１，６９８上菅谷駅前地区土地区画整理事業

２．７３９７，８６９１，２１１４０８，６７７４０９，８８８後期高齢者医療

９０．３３１６４８５９７０７那珂地方公平委員会

△２．２１２，０７３，６２３２４３，７７６１１，８０７，０９２１２，０５０，８６８合　　計

（単位：千円、％）

○ 「早期健全化基準」および「経営健全化基準」を超えた場合
→財政健全化計画（経営健全化計画）を策定し、自主的な改善努力による
財政健全化（経営健全化）を進めていきます。

○ 「財政再生基準」を超えた場合
→財政再生計画を策定し、国等の関与による確実な再生が図られます。
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◆市有財産現在高
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　平成２１年度末の市債現在高は、瓜連中学校屋内運動
場整備事業や公共下水道事業、臨時財政対策債などに
２８億３６２６万８千円を新たに借り入れた一方で、公的資
金補償金免除繰上償還を含めて３４億６８４４万５千円の元
金を返済したことにより、３３７億６７９９万５千円となり、
市債残高は、市債発行の抑制により減少しています。
　今後も、返済する元金の範囲内で市債を借り入れる
ことにより、市債残高の抑制に努めます。

　平成２１年度末の主な市有財産の現在高は、土地が西
消防署敷地の取得や市有財産台帳の見直しなどにより
増加し、１７３万４４８平方メートル、出資による権利が茨
城県信用保証協会への寄託金が増加し、７８７９万６千
円、さらに基金が財政調整基金や減債基金などに積立
をしたことなどにより、３９億５５０２万５千円となりまし
た。また債権は老人保健施設整備資金貸付金の返還な
どにより減少し、３２４７万円となりました。

◆市債現在高

２０年度末
現在高

増減高
２１年度末
現在高

区　分

１７，６９９，７１９△２９８，３９４１７，４０１，３２５一般会計債

１１，１３１，８３２△１２８，４９８１１，００３，３３４下水道事業債

３，３１１，９４２３１，３４３３，３４３，２８５農業集落排水整備事業債

７８２，９６８４７，６３８８３０，６０６土地区画整理事業債

１，４７３，７１１△２８４，２６６１，１８９，４４５水道事業債

３４，４００，１７２△６３２，１７７３３，７６７，９９５合　　計

　市では、合併に伴い国や県からさまざまな財政支援
措置を受けています。
　主なものとしては、市町村建設計画に位置づけられ
た事業に対し補助される市町村合併推進体制整備費補
助金、合併に伴って発生する財政需要について、合併
市町村の負担を軽減し、合併後の広域行政に資する事
業に対し交付される市町村合併特例交付金、合併後の
一体性の確立や均衡ある発展に資する公共施設の整備
事業等に対し、その財源として発行することができる
通常の地方債より有利な合併特例債などです。なお、
市町村合併推進体制整備費補助金については、平成１８
年度をもって終了しています。
　平成２１年度において、それらの財政支援措置を活用
した事業は別表のとおりです。

２０年度末
現在高

増減高
２１年度末
現在高

単位区　分

１，６７４，９５８５５，４９０１，７３０，４４８m2土地

１６６，８５６△６７８１６６，１７８m2建物

１５，５４００１５，５４０千円有価証券

７６，８１６１，９８０７８，７９６千円出資による権利

５３，４７５△２１，００５３２，４７０千円債権

３，６３２，７６５３２２，２６０３，９５５，０２５千円基金

※水道事業会計分は含まない

　市の水道事業は、民間企業と同様に企業会計が導入
されており、独立採算で運営しています。
　収益的収支は、経常的な業務の収支を示すもので、
平成２１年度の決算額は、１億３３３８万４千円の黒字とな
りました。
　資本的収支は、水道管の布設など建設改良費の収支
を示すもので、決算額は、４億３０７５万８千円の赤字と
なりましたが、この不足分については、内部留保資金
などで補いました。

増減率
（Ａ）/（Ｂ）

２０年度決算額
（Ｂ）

２１年度決算額
（Ａ）

区　分

△０．９１，１５４，１１９１，１４３，５４２収入
収益的収支

△０．８１，０１７，９６５１，０１０，１５９支出

△５６．４９５，５９７４１，６３６収入
資本的収支

△１３．３５４４，６４０４７２，３９４支出

◆平成２１年度水道事業会計決算状況

（単位：千円）

（単位：千円、％）

事業費充当額事 業 名

７７，９８１２０，０００菅谷小学校耐震補強事業

４９，１９６３０，０００地籍調査事業　※

１２７，１７７５０，０００合　　計

◆平成２１年度
　市町村合併特例交付金充当事業

※戸多地区、木崎地区

（単位：千円）

事業費充当額事 業 名

１６３，８９９１９，６００道路改良舗装事業

２５９，３７７１２７，１００
まちづくり交付金事業
（上菅谷地区）※

５９，１２１５５，２００下菅谷地区まちづくり事業

７７，９８１１８，９００菅谷小学校耐震補強事業

６０，７４５２０，７００額田小学校耐震補強事業

３８０，７１５１８４，６００瓜連中学校屋内運動場整備事業

１００，５７９７１，９００
一中学区コミュニティセンター
建設事業

１，１０２，４１７４９８，０００合　　計

◆平成２１年度合併特例債充当事業

※上菅谷下菅谷線街路整備事業、杉原地区まちづくり事業、
竹ノ内街区公園整備事業、上菅谷駅前地区まちづくり事業

（単位：千円）



８

　市では、年度内の歳入・歳出状況から把握される資
金のやりくりだけではなく、市が有する財産・債務を
把握することにより、複数年度にわたる市の実質的な
財政状況を認識しやすくするため、貸借対照表等の財
務書類を作成（総務省『新地方公会計制度実務研究会
報告書』（平成１９年１０月）所収の総務省方式改訂モデル
に基づく財務書類作成要領に準拠して試算し、作成）
しています。

　平成２１年秋から、人口３万人以上の市については、
財務書類の整備・公表が求められています。あわせて、
作成要領の変更がなされているため、当市において
も、資産評価方法の変更や、市全体の財務書類の作成、
公表方法の拡充等の見直し作業を行っております。
　なお、財務書類等の詳細については、那珂市ホーム
ページで公表しますので、併せてご覧ください。
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◆平成２１年度末普通会計貸借対照表

【資産の部】

７７，０１９，３０３１公共資産

７６，５８６，６６５（１）有形固定資産

４３２，６３８（２）売却可能資産

４，２２８，４０６２投資等

１，９１２，３３９（１）投資及び出資金

３０，７５６（２）貸付金

１，９３０，６２２（３）基金

５００，６９０（４）長期延滞債権

△１４６，００１（５）回収不能見込額

２，４２８，９０６３流動資産

２，３７０，５１３（１）現金・預金

８５３，８４８①財政調整基金

５５０，６３７②減債基金

９６６，０２８③歳計現金

５８，３９３（２）未収金

６７，８２９①地方税

７，５５９②その他

△１６，９９５③回収不能見込額

８３，６７６，６１５資産合計

（借方） （単位：千円）

（貸方）

【負債の部】

２０，８４１，８３８１固定負債

１６，５０３，０９８（１）地方債

０（２）長期未払金

４，３３８，７４０（３）退職手当引当金

０（４）損失補償等引当金

１，９４６，８９４２流動負債

１，７２８，８３３（１）翌年度償還予定地方債

０（２）短期借入金（翌年度繰上充用金）

６８６（３）未払金

０（４）翌年度支払予定退職手当

２１７，３７５（５）賞与引当金

２２，７８８，７３２負債合計　ａ

【純資産の部】

６０，８８７，８８３純資産合計　ｂ

８３，６７６，６１５負債・純資産合計　ａ＋ｂ

　自治体間の財政比較などを可能にするため、地方財政の統計上、全
国統一的に用いられている会計区分です。本市の普通会計は、一般会
計と公園墓地事業特別会計、上菅谷駅前地区土地区画整理事業特別会
計、那珂地方公平委員会特別会計の各会計の合計です。

■ 「普通会計」とは

　市の財産が、どれだけあるか示したもので、「資産」が「負債」と
「純資産」の合計額と等しいこと、現時点での資産と負債などの残高
（バランス）を示していることからバランスシートと呼ばれます。借方
（資産）は、市の資産（道路や学校等の有形固定資産、貸付金等の投資
等、預金や納期限が過ぎている未納の税金等）がどのような状態に
なっているかを示しています。一方、貸方（負債・純資産）は、過去
の年度において負担した財源と、将来の年度に引き継ぐ負担を示して
います。

■ 「貸借対照表」とは

AAnnotation　－注釈－

・長期延滞債権や未収金のうち、差押な
ど強制的な回収を行ったとしても、滞
納者の財産状況などから直ちに回収す
ることが困難であると見込まれる額を
試算して計上しています

・平成21年度は、瓜連中学校屋内運動場
整備事業やまちづくり交付金事業、臨
時財政対策債などを新たに借り入れた
一方で、公的資金補償金免除繰上償還
を含めて返済を進めていることによ
り、地方債残高は減少しています

・平成２１年度中の在籍期間に係る平成２２
年度夏季賞与支給相当額を試算して計
上しています

・現金預金以外（不動産・債権など）に
て保有している場合には、時価評価に
て再評価しています

・瓜連中学校屋内運動場を建設したこと
などにより増加しています

・市税や使用料、貸付金などが納期限を
過ぎても市に納められない場合に、納
期限から１年を経過したものを長期延
滞債権、１年を経過していないものを
未収金として分類しています

・財政調整基金や減債基金は、平成２１年
度に積立てしたことにより増加してい
ます

・平成２１年度末に全職員が退職したと仮
定した場合の退職手当支給見込額を試
算して計上しています

・現在の市の財産を形成するにあたり、
過去の市税や国・県からの補助金等が
原資になっているものです

・市が出資して取得した権利です
・水道会計に対する出資金（１，８２３，９７４千
円）も含んでいます
・時価評価額が著しく下落した場合に
は、評価額を見直します

・市が所有する公有資産のうち不動産、
動産、工作物など
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◆平成２１年度　普通会計行政コスト計算書 （単位：千円）

【経常行政コスト】

３，９６４，８８８ １ 人に関するコスト

４，９４９，５２３ ２ 物に関するコスト

６，７２４，７９０ ３ 移転支出的なコスト

３３５，１８４ ４ その他のコスト

１５，９７４，３８５ 経常行政コスト　ａ

【収入項目】

２８７，７０１ １ 使用料・手数料等　ｂ

２１５，６６１ ２ 分担金・負担金・寄付金　ｃ

５０３，３６２ 経常収益合計　（ｂ＋ｃ）  ｄ

１５，４７１，０２３（差引）純経常行政コスト　ａ－ｄ

◆平成２１年度
　普通会計純資産変動計算書 （単位：千円）

５９，８２６，５５２期首純資産残高

△１５，４７１，０２３純経常行政コスト

７，０７９，７５３地方税

一般財源 ３，６２３，０４６地方交付税

１，４９２，４７１その他行政コスト充当財源

３，７３４，３８８補助金等受入

０災害復旧事業費

臨時損益
９，３８８公共資産除売却損益

０投資損失

０損失補償等引当金繰入等

５８９，８０９資産評価替えによる変動額

３，４９９無償受贈資産受入

０その他

６０，８８７，８８３期末純資産残額
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　平成２２年度の予算執行にあたっては、限られた財源を
最大限に生かすよう努めるとともに、歳入予算の早期確
保と歳出予算の計画的かつ効率的な執行に努めています。
　平成２２年９月３０日現在における
一般会計の歳入歳出予算の執行状
況は、予算現額に対する収入済額
の割合が５８．６％、支出済額の割合
が３３．７％で、ともに順調に執行さ
れています。
　また、特別会計の歳入歳出予算
の執行状況は、予算現額に対する
収入済額の割合が２８．９％、支出済
額の割合が３８．２％で、例年並の状
況となっています。
　なお、平成２２年９月３０日現在に
おける水道事業会計収支状況、市
債現在高および市有財産現在高
は、別表のとおりです。

支出割合支出済額収入割合収入済額予算現額会 計 名

３３．７６，１０９，６３７５８．６１０，６１６，１１７１８，１３０，４４９一般会計

３８．２４，７０７，４１８２８．９３，５５６，０３８１２，３１４，９３５特別会計

３８．９２，０６４，８６２３４．８１，８４５，３３１５，３０６，１１１国民健康保険（事業勘定）

２３．９３，３３８７９．９１１，１５２１３，９５７老人保健

３７．０７７３，５３９１０．２２１３，７５１２，０８８，２９８下水道事業

１３．９１，３４７１４５．０１４，０６１９，７００公園墓地事業

２９．８２８９，４３９１１．１１０７，６２９９７１，０００農業集落排水整備事業

４１．５１，３４７，４３６３７．２１，２０７，２２４３，２４５，２７０介護保険（保険事業勘定）

３５．８９２，１５５３．７９，３９８２５７，１４９
上菅谷駅前地区
土地区画整理事業

３２．０１３５，２７３３４．７１４６，７３８４２３，０００後期高齢者医療

６．４２９１６７．６７５４４５０那珂地方公平委員会

３５．５１０，８１７，０５５４６．５１４，１７２，１５５３０，４４５，３８４合　　計

◆平成２２年度
　一般会計および特別会計歳入歳出予算執行状況 （単位：千円、％）

◆市有財産現在高

平成２２年
９月３０日現在高

増減高
平成２２年
３月３１日現在高

単位区　分

１，７３０，０９８△１，１７６１，７３１，２７４m2土地

１６６，３９０２１２１６６，１７８m2建物

１５，５４００１５，５４０千円有価証券

８０，２９６１，５００７８，７９６千円出資による権利

３４，９７１４６１３４，５１０千円債権

３，９５５，０２５３５１，０６０３，６０３，９６５千円基金

※水道事業会計分は含まない

◆市債現在高

平成２２年
９月３０日現在高

増減高
平成２２年
３月３１日現在高

区分

１６，６０２，４０７△２１９，０１７１６，８２１，４２４一般会計債
１０，６７２，５６０ ２０５，９２６１０，４６６，６３４下水道事業債

３，２７７，３８１９４，９９７３，１８２，３８４
農業集落排水
整備事業債

８０７，９２６１８，９２０７８９，００６土地区画整理事業債
１，０９７，８２８△９１，６１７１，１８９，４４５水道事業債
３２，４５８，１０２９，２０９３２，４４８，８９３合　計

（単位：千円）

◆平成２２年度　水道事業会計収支状況

支　出収　入区　分

２７３，１３６５５７，０８６収益的収支

１３３，０３３０資本的収支

（単位：千円）

　一年間の行政サービスに費やされたコストと使用料、手数料等の収入を示し
たものです。コストの面では、人件費等の人にかかるコスト、物件費等の物に
かかるコストといった区分を設けています。平成２２年度以降に資産を残さない
給付金などのほか、過去に整備した建物の減価償却費や、将来に支出すること
が見込まれる負担額（引当金繰入額）等、平成２１年度の行政サービスの提供に
必要であった経費を示しています。

■ 「行政コスト計算書」とは

　資産と負債の差額である純資産の一年間の変動内容を示し
たものです。

■ 「純資産変動計算書」とは




